予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　教育費　　項：教育総務費　　目：教育指導費　　　
	事業名:新県立高校改革リーディングプロジェクト推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　教育委員会　学校支援課　総合支援担当　電話番号：058-272-1111（内3678）
　　　　　　E-mail：c17782@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：30,000千円（前年度予算額：0千円）
	要求内容


	１　要求の内容


高校教育は、大学への進学や就職等にあたって必要とされる能力を身に付ける教育と職業への準備としての専門的な知識・技能を身に付けさせる専門教育を行う教育機関であるが、現在、中学校卒業後の生徒の約98％が高等学校等へ進学しており、結果として、生徒の興味・関心、能力・適正、進路等は極めて多様となっている。

このような状況の中、学力面では、義務教育段階の学習内容を十分に習得していない生徒や進路意識・目的意識が希薄で学習意欲が低い生徒が少なからず見られ、学力の定着・向上に向けた取組や、体系的なキャリア教育の取組は喫緊の課題となっている。

一方、グローバル化や少子高齢化、技術革新や情報化等が急速に進展する中で、　世界を舞台に活躍できるタフネスやグローバルな視野、新たな価値を創造できる高い　課題発見力・問題解決力など、地域社会ひいては日本のリーダーとして貢献できる人材の育成が求められており、高校教育においても、高度な能力の基盤を培うことが必要とされている。

県立高等学校においては、このような多様な生徒の多様な教育ニーズを踏まえ、全ての生徒に、その適性や進路等に応じて必要となる資質・能力を身に付けさせるための高校教育改革を強力に推進することが求められている。そのため、次の３つの領域について研究する学校を、計１０～１２校程度指定し、その実践を支援する。
（１）リーダー性やグローバルな通用性の涵養、高い課題発見力・課題解決力の育成

（２）高校段階の学力の定着・向上、体系的・実践的なキャリア教育の推進

（３）コミュニケーション能力等の基礎的資質・能力の育成、共生教育の推進
	２　所要経費


事業費　30,000千円

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	30,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	30,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　県立高等学校が、地域の実情、生徒の希望や実態等を踏まえ、中長期的な将来を見据えた学校のミッションや、目標とする人間像や生徒に身に付けさせるべき学力、資質・能力等を明らかにした教育改革ビジョンを策定し、その実現のための先進的な教育プロジェクトを企画する。県教育委員会は、特に優れたプロジェクトに取り組む高等学校を「教育改革重点推進校」として指定し、重点的に支援を行い、その成果を検証することにより、高校教育の質保証・向上につながる高校教育改革を推進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	評価委員会による評価「おおむね満足することができる」
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	８０％
（H 25）
	

	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	進路意識・目的意識が希薄で学習意欲が低い生徒も見られ、学力の定着・向上に向けた取組や体系的なキャリア教育の取組が必要とされている。

また、社会情勢が大きく変化する中、世界を舞台に活躍できるタフネスやグローバルな視野、新たな価値を創造できる高い課題発見力・問題解決力など、リーダーとして貢献できる人材の育成が求められており、高校教育においても、高度な能力の基盤を培うことが必要とされている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・各学校における成果の検証方法
・県教育委員会における採択したプロジェクトに対する適切な指導・助言と評価（評価委員会の組織、中間発表会の開催等）


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

・事業の成果をあげるためには、複数年の継続が必要である。

・県内全体の高校改革につなげることができるように、重点推進校の事業の普及、共有化、内容の発展・充実に取り組む。


